
３つの AI（Gemini、Chat GPT、Copilot）を同じ質問で比較（2025.04.16.） 

 

【質問】 

東日本大震災を起こした 2011 年東北地方太平洋沖地震は、その地震の前までは、日本海溝付近でいくつ

かのブロックに分けて考えられ、それぞれについて、研究が進められてきましたが、2011 年にそれらが大き

く連動して巨大な地震になり、「想定外」と言われました。そこで、なぜ想定外となったのかについて、日本の

研究体制を考察して君の意見を聞かせてください。 

 

【Gemini】 

2011 年の東北地方太平洋沖地震が「想定外」と言われた背景には、当時の日本の地震研究体制が抱えてい

たいくつかの課題が複合的に影響したと考えられます。以下にその考察と私の意見を述べさせていただき

ます。 

1. プレート境界の連動性の認識不足: 

• ブロック分割思考の限界: 日本海溝沿いを複数のブロックに分割し、それぞれの活動を個別に評価

する研究が主流でした。これにより、複数のブロックが同時に連動して超巨大地震を引き起こす可能

性に対する認識が十分ではありませんでした。 

• 過去の地震の制約: 過去の地震の記録や調査データが、個別のブロックの活動に基づいており、広

範囲な連動破壊を示す事例が少なかったことも、連動性を軽視する要因になったと考えられます。 

• 連動メカニズムの未解明: 複数のプレート境界断層がどのように連動するのか、その物理的なメカ

ニズムについての研究が十分に進んでいませんでした。 

2. 巨大津波の評価の甘さ: 

• 地震規模と津波高の関係: 地震のマグニチュードと津波の高さの関係についての理解が、超巨大地

震の発生を想定するには不十分でした。過去のデータに基づいた経験的な予測にとどまり、M9.0

を超えるような地震による破壊的な津波の可能性が十分に認識されていませんでした。 

• 津波シミュレーションの限界: 当時の津波シミュレーション技術は、複雑な海底地形や断層のずれの

分布を十分に反映できていなかった可能性があり、巨大津波の浸水範囲や高さを正確に予測するに

は限界がありました。 

3. 研究体制と情報共有の課題: 

• 縦割りの研究体制: 地震学、津波工学、防災学など、関連する分野の研究者が連携して総合的な評

価を行う体制が十分ではなかった可能性があります。 

• データの共有と統合の遅れ: 地震観測データ、地殻変動データ、津波堆積物調査データなど、様々な

種類のデータを統合的に解析し、巨大地震のリスク評価に活かすための仕組みが十分ではありませ

んでした。 

• リスクコミュニケーションの不足: 研究者と行政、住民との間で、巨大地震・津波のリスクに関する情

報共有や認識の共有が十分に行われていなかった可能性があります。 

私の意見: 

2011 年の地震は、従来の地震学の知見や予測モデルの限界を示すものであり、日本の地震研究体制にと

って大きな教訓となりました。今後は、以下の点に重点を置いた研究体制の強化が必要であると考えます。 

• プレート境界の連動性に関する研究の深化: 複数のセグメントが連動するメカニズムの解明、過去

の連動地震の調査、連動を考慮した地震発生予測モデルの開発を推進する必要があります。 



• 超巨大地震に伴う津波予測の高精度化: 最新の観測技術やシミュレーション技術を活用し、より現

実的な断層モデルに基づいた津波予測を行い、浸水範囲や高さをより正確に評価する必要がありま

す。 

• 学際的な研究体制の構築とデータ共有の促進: 地震学、津波工学、防災学など、様々な分野の研究

者が連携し、データを共有・統合して総合的なリスク評価を行う体制を構築する必要があります。 

• 産官学連携の強化とリスクコミュニケーションの推進: 研究成果を行政や住民に分かりやすく伝え、

防災対策に活かすための連携を強化するとともに、巨大地震・津波のリスクに関する国民の意識向

上を図る必要があります。 

「想定外」を繰り返さないためには、過去の経験を真摯に受け止め、科学的知見の深化と研究体制の強化、そ

して社会全体のリスク認識の向上に向けた努力が不可欠です。 

 

 

【Chat GPT】 

東日本大震災（2011 年東北地方太平洋沖地震）が「想定外」とされた背景には、地震学の研究体制やリスク

評価の方法にいくつかの課題があったと考えられます。以下に、日本の研究体制の特徴とその課題、そして

私の意見を述べます。 

 

■ 日本の地震研究体制の特徴と限界 

1. セグメント化されたモデルによる予測 

日本では、地震発生の予測に際し、プレート境界を「セグメント」と呼ばれる比較的狭い領域に分け、それぞれ

で独立して地震が起こると考える傾向がありました。 

→ 東北地方太平洋沖では、三陸沖北部・中部・南部などに分けられ、それぞれのセグメントで個別に巨大地

震が発生するというモデルが主流でした。 

問題点：実際には、それらのセグメントが連動し、一つの巨大な断層滑りとして地震が発生しました。このよ

うな「連動型巨大地震」の可能性が十分に考慮されていなかったことが、「想定外」につながりました。 

 

2. 過去の記録への依存と、長期評価の難しさ 

日本の地震予知・防災は、歴史地震や津波堆積物などの過去のデータを基に構築されています。 

→ しかし、プレート境界での大地震は数百年〜千年に 1 度というサイクルで起こるため、観測記録が不十分

で、長期的な地震像を把握しきれていませんでした。 

問題点：869 年の貞観地震など、過去の類似ケースはあったにもかかわらず、それが現代におけるリスク評

価に反映されていなかった。 

 

3. 専門分野の縦割りと連携不足 

地震研究は、地震学、地質学、津波学、地盤工学など多くの分野にまたがります。 

→ しかし、各分野の専門性が高いため、情報の共有や横断的な解析が十分に行われていなかったという指

摘があります。 

問題点：異なる視点を統合した包括的なリスク評価がなされず、部分的・局所的な予測にとどまってしまった。 

 

■ 私の意見：なぜ「想定外」が起きたのか 

「想定外」は、自然の力を過小評価し、リスクに“確率”の枠をはめすぎたことから生まれたと考えます。 



研究者たちは、過去のデータと確率論に基づき「この規模の地震は当面起きない」と結論づけてしまった。し

かし、地震のような低頻度・高影響の事象では、「起こりうる最悪」を想定する思考が必要だったはずです。 

つまり、「いつか起こるかもしれないが確率は低い」ではなく、「起こったときに備えておく」という発想が欠

けていた。この点で、日本の地震研究と防災政策には、科学的知見と社会的実行力の橋渡しの弱さがあった

と思います。 

 

■ 今後に向けての提言 

• セグメントに頼らない統合的なモデルの開発 

• 異分野連携による包括的なリスク評価体制の構築 

• リスクコミュニケーションの強化（行政・企業・市民との対話） 

• 「最悪のシナリオ」への備えを日常的に行う文化の醸成 

 

このように、「想定外」という言葉の裏には、研究体制の構造的課題と、それを社会に活かしきれなかった教

訓があります。ただ、東日本大震災を契機に、研究体制や防災意識は確実に前進しているとも言えるでしょ

う。過去を振り返りつつ、次の「想定外」を減らす努力を続けることが、今後の課題だと思います。 

 

【Copilot】 

2011 年の東北地方太平洋沖地震が「想定外」とされた背景には、日本の地震研究体制の課題がいくつか挙

げられます。 

1. 過去のデータへの依存: 地震予測は過去の地震発生歴に基づいて行われることが多く、未経験の事

象や十分に理解されていない現象には対応が難しいとされています。特に千年に一度のような低頻

度の超巨大地震に対する予測は、科学的に未熟な部分があると指摘されています。 

2. プレート境界の連動性の理解不足: 日本海溝付近では、いくつかのブロックに分けて地震活動が研

究されていましたが、これらが連動して巨大地震を引き起こす可能性についての理解が不十分でし

た。 

3. 観測データの限界: 海域での精密な地殻変動観測が難しく、データがほとんどない状況が続いてい

ました。これにより、プレート境界の動きや地震発生のメカニズムを正確に把握することが困難でし

た。 

4. 物理モデルの未成熟: 海溝型地震発生の物理モデルの構築が進められているものの、まだ初歩的な

段階にあり、計算機シミュレーションも十分に発展していない状況でした。 

これらの課題を克服するためには、観測技術の向上やデータの蓄積、物理モデルの精度向上が必要です。ま

た、地震研究者が過去のデータに過学習することなく、未知の事象にも対応できる柔軟な研究体制を構築す

ることが求められています. 

参考文献 １．緊急寄稿「東北地方太平洋沖地震の発生はなぜ想定外だったのか」（本蔵義守 氏 ／ 東京工

業大学 名誉教授） 

２．2011 年東北地方太平洋沖地震とその教訓 松澤 暢 
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